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第 1章 自律性に乏しい持ち直しの動き 

 

 

2008 年９月のリーマンショック以降における世界的な金融危機や景気悪化は、地域経済

にも大きな影響を及ぼすこととなった。これまで輸出にけん引され、比較的景況感の良かっ

た東海や南関東でも、生産が極めて大幅に減少し、それに伴う非正規労働者を中心とする雇

用調整の実施等により、厳しい状況が広がった。2009年に入っても、一層の減産が実施され、

雇用情勢の悪化のテンポが速まるなど、景気が急速に悪化する地域が拡大した。 

しかし、2009 年春頃以降、在庫調整の進展や、アジアを中心に広がった世界経済の持ち直

しの動きによる輸出の回復に支えられて、地域経済において、生産に持ち直しの動きが出て

きた。また、環境対応車の購入に対する減税・補助金、グリーン家電の購入に係るエコポイ

ント付与等の経済対策の影響も加わり、個人消費にも持ち直しの動きが広がってきた。さら

に、雇用面でも依然として厳しい状況にあるものの、下げ止まりつつある地域もみられるよ

うになってきた。こうして足元では、景気に持ち直しの動きがみられる地域が増えてきてい

る（第１－０―１図）。 

以下では、2009 年の地域経済の動きを、大きく企業、雇用、消費の３つの分野に分け、そ

の変化をみてみることとする。 

 

第１－０－１図 各地域の景気判断（内閣府「地域経済動向」） 

(備考） １．内閣府「地域経済動向」により作成。

　　　　２．内閣府「地域経済動向」は、各地域の鉱工業生産、消費、雇用等の指標及び各種の情報を基に、

　　　　　　四半期に１度、各地域の景気動向を取りまとめたもの。

北海道

東北

北関東

南関東

東海

北陸近畿

中国

四国

九州

沖縄

09年２月判断

09年５月判断

09年８月判断

09年11月判断

a

b

c

d

e

f
g

ａ 持ち直しの動きがみられる
ｂ 下げ止まっている
ｃ 下げ止まりつつある
ｄ 弱まっている
ｅ 悪化しつつある
ｆ 緩やかに悪化している
ｇ 悪化している
ｈ 急速に悪化している
ｉ 極めて急速に悪化している

i

h



－ 2 － 

第１節 企業を取り巻く状況の変化 

 

１ 記録的な速さで減少した生産 

（全国に広がった生産の急減） 

地域別の生産動向を鉱工業生産指数の変化率によってみてみると、2008 年上期（１～

６月期）には、すでに原油・原材料価格の高騰、輸出の緩やかな減少等、生産を下押し

する力が広がり、多くの地域では生産が減少に転じ、2008 年７～９月期には、全ての地

域で減少となっていた。そこに、リーマンショック以降の世界的な景気悪化によって、

輸出の減少に拍車がかかったこと等から、10～12 月期には、全ての地域で生産が極めて

大幅な落ち込みを示した。しかし、国内外での需要収縮が生産の落ち込み以上の速いテ

ンポで進んだことから、東北、四国、九州では、電子部品・デバイスを中心に在庫の急

速な積み上がりがみられた。在庫圧縮のため、一時生産ラインを止めて生産水準を大幅

に抑える措置をとった企業も増加し、2009 年１～３月期には、全ての地域において生産

の減少のテンポが更に加速した（第１－１－１図）。 

 

第１－１－１図 鉱工業生産指数 業種別寄与度の推移 
(2008 年 10～12 月期→2009 年１～３月期) 
―全ての地域で生産が極めて大幅に減少― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各地域において、短期間にどの程度、生産が減少したかをみるため、生産水準が最も

落ち込んだ 2009 年２月の生産水準を、生産が急速に減少する直前の 2008 年９月のそれ

（備考）１．経済産業省、各経済産業局、中部経済産業局電力・ガス事業北陸支局「鉱工業指数」により作成。

　　　　２．地域区分はＢ。

　　　　３．電子部品・デバイスにおいて、北海道と四国は電気機械の生産指数を用いて作成。

　　　　４．2005年基準。
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と比較してみると、東海では 59.8％、九州でも 63.6％となり、この５か月間に４割前後

の落ち込みをしたことが分かる（第１－１－２図）。 

 

第１－１－２図 鉱工業生産指数の水準比較 
(2008 年９月と 2009 年２月の比較） 

（備考） 経済産業省、各経済産業局、中部経済産業局電力・ガス事業北陸支局「鉱工業指数」により作成。

84.1

66.3 69.1
59.8

72.3 75.0
70.5

77.4

63.6 67.1

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

北
海
道

東
北

関
東

東
海

北
陸

近
畿

中
国

四
国

九
州

全
国

(2008年9月=100、％)

 

 

このように生産が極めて大幅に減少するなかで、一時帰休を実施する企業や、計画し

ていた工場の新設や拡充を見送る企業が各地で数多く出てきた。なかには、輸出の急減

や国内需要の更なる縮小を背景に、事業規模の大幅縮小を余儀なくされ、不採算部門の

廃止や、国内の生産拠点の統廃合に踏み切る大手・中堅企業もみられた。閉鎖が決定さ

れた工場の中には、長年にわたり操業を続け、地元中小企業との取引関係が深い工場も

少なくなく、雇用面も含め、地域経済に深刻な影響を与えることとなった。 

 

（各地域で高まっていた輸送機械への依存度） 

短期間での極めて大幅な生産の減少が多くの地域でみられた要因の一つとして、従来

に比べ、ほぼ全ての地域が自動車の生産動向の影響を受けやすい経済構造になっていた

ことが挙げられる。 

経済産業省「工業統計調査」を用いて、製造業全体の付加価値生産に占める輸送機械

の割合を日本全体としてみると、2000 年には 11.2％であったが、輸送機械の生産がピー

クとなっていた 2007 年には 16.8％にまで高まっていた（第１－１－３図）。同じ期間に

ついて、地域別にみると、北海道以外の全ての地域でその割合が高まっている。特に、

東海は、複数の大手自動車メーカーの発祥の地であるなど、歴史的にも輸送機械の集積

が高かったこともあり、2000 年代に入り、その割合をさらに 10％ポイント程度高め、2007

年には37.3％となっている。中国や九州では、上昇幅は東海よりはかなり小さいものの、

2007 年にはそれぞれ 16.4％、12.9％となっている。 
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第１－１－３図 製造業の付加価値額に占める輸送機械の割合 
―東海を中心にほぼ全ての地域で輸送機械への依存度が高まる― 

(備考）１．経済産業省「工業統計調査」より作成。

　　 　２．従業者10人以上の事業所における値。

　　　 ３．全国には沖縄も含む。沖縄の付加価値額に占める輸送機械の割合は、2007年0.9％、

　　　  　 2000年は数値なし。
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２ 自律性に乏しい持ち直しの動き 

（各地域に広がる生産の持ち直し） 

各地域の鉱工業生産指数の動きをみると、2009 年初まで、多くの地域で極めて大幅な

減少がみられたが、電子部品・デバイスや輸送機械等での在庫調整の進展もあり、３～

４月頃には、各地域で増加に転じる動きがみられるようになった。４～６月期には、12

四半期ぶりに全ての地域で前期比プラスとなり、東北、北陸、四国、九州では全国平均

を上回る伸びとなった。これらの地域は、電子部品・デバイスの製造業に占める付加価

値生産額ウェイトが比較的高い点で共通しており、在庫調整の一巡や、エコポイント制

度導入の効果による家電向けの受注増などを反映し、電子部品・デバイスがけん引して

生産が増加した。また、東海、九州などでは、輸送機械も、在庫調整の進展やエコカー

減税・補助金の効果によるハイブリッド車の受注増等により、大幅に増加した（第１－

１－４図）。 

2009 年７～９月期には、前期に続き全ての地域で前期比プラスとなり、生産の持ち直

しが続いている。地域別にみると、総じて、2008 年秋以降の生産の落ち込みが大きかっ

た地域での増加率が高いが、全国平均を上回る増加率となった東海、中国、九州をみる

と、国内外で実施された環境対応車や家電製品の購入支援策による販売増を受けて、輸

送機械や、家電・自動車向けの電子部品の寄与度が高い。このように、生産は多くの地

域で持ち直しているものの、アジアを中心に広がった世界経済の持ち直しの動きに加え

て、政策効果によるところが大きく、自律性は乏しい状況にある。 
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第１－１－４図 鉱工業生産指数 業種別寄与度 
（2009 年４～６月期→７～９月期） 
―多くの地域で生産は持ち直している― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした結果、2009 年９月の生産水準は、各地域とも、リーマンショックが起きた 2008

年９月の水準にまで戻っていない。北海道や四国のように、内需向け産業である食料品

の製造業に占める付加価値生産額ウェイトが高く、海外市場の需要動向の影響を受けや

すい輸送機械の製造業に占める付加価値生産額ウェイトが低い地域では、リーマンショ

ック直後の生産の減少幅が相対的に小さかったが、それでも 2009 年９月の生産は、１年

前の９割強程度である。一方、輸送機械のウェイトが高い東海では、2009 年４月以降、

鉱工業生産が６か月連続で増加していたものの、９月時点で１年前の８割強の水準にと

どまっている。 

設備投資については、稼働率が依然として低水準であること等から、全ての地域にお

いて前年を大きく下回るなど、動きは低調である1。 

 

（三大都市圏と地方圏で異なる企業倒産の動き） 

売上高の急減による企業の資金繰り悪化等により、企業の倒産件数は、2008 年７～９

月期に、三大都市圏、地方圏のいずれにおいても高まった。このうち、地方圏では、建

設業の倒産が急増したこと等により、2008 年７～９月期に前年同期比 25.0％増、10～12

                                                  
1
  地域別の設備投資の動きについては、第２章を参照のこと。 

（備考）１．経済産業省、各経済産業局、中部経済産業局電力・ガス事業北陸支局「鉱工業指数」により作成。

　　　　２．地域区分はＢ。

　　　　３．電子部品・デバイスにおいて、北海道と四国は電気機械の生産指数を用いて作成。

　　　　４．2005年基準。
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月期にも同 21.2％増と高い伸びとなった（第１－１－５図）。その後、地方圏では、2009

年１～３月期に前年同期比 5.4％増と増加率を大幅に鈍化させた後、４～６月期には減

少に転じ、７～９月期には減少幅が更に拡大した。一方、三大都市圏では、2009 年１～

３月期においても、製造業の倒産が増加したこと等から増加率が高まっており、増加率

が低下してきたのは４～６月期以降で、減少に転じたのは、ようやく 10月になってから

であった。三大都市圏での改善の動きは、地方圏のそれにほぼ半年遅れる結果となった。 

 

第１－１－５図 倒産件数 産業別寄与度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

日本銀行「企業短期経済観測調査」（以下、「短観」という。）を用いて、地域別の資金

繰り判断ＤＩ2の推移をみると、2008 年９月調査においては、三大都市圏に該当する南関

東、東海、近畿ではプラスとなっており、「楽である」という回答が「苦しい」を上回っ

ていたが、地方圏に該当する８地域では、沖縄を除いて既にマイナスとなり、「苦しい」

という回答が「楽である」を上回っていた。続く 12月調査では、三大都市圏を含め全て

の地域でマイナスとなり、2009 年３月調査では、ほぼ全ての地域においてマイナス幅が

拡大した。なかでも、三大都市圏におけるマイナス幅の拡大は大きかった（第１－１－

６図）。しかし、資金繰り支援策等の影響もあり、６月調査以降は、いずれの地域でもマ

イナス幅が徐々に縮小している。 

 

                                                  
2
  資金繰り判断ＤＩは、「楽である」と回答した企業数構成比と「苦しい」と回答したそれとの差（％ポイント）。 

（備考） １．(株)東京商工リサーチ「倒産月報」により作成。

　　　　 ２．「三大都市圏」は南関東、東海、近畿を、「地方圏」は北海道、東北、北関東、北陸、中国、四国、

　　　　　　 九州・沖縄を示す。
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第１－１－６図 「短観」における資金繰り判断ＤＩの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三大都市圏と地方圏とにおいて倒産件数の動きに違いがみられた背景としては、第１

に、リーマンショック直前の資金繰り状況が三大都市圏に比べ地方圏で悪かったこと、

第２に、経済対策として、公共事業関係費の追加や公共事業の前倒し執行が行われたこ

とがあると考えられる。 

地方圏では、「短観」で示されるように、2008 年９月時点で、三大都市圏に比べて資

金繰りが悪化していた企業が相対的に多かったこともあり3、年末に向け、建設業を中心

に倒産が急増した。しかし、2009 年に入ると、公共事業の追加の影響もあり、倒産件数

の増加率が大きく低下し、特に４月以降は、建設業の倒産件数が大幅に減少した。地方

圏は、三大都市圏に比べ、公共事業への依存度が高いことから、公共事業の増額の影響

がより大きくあらわれ、建設業の倒産件数も大きく減少したものとみられる。一方、三

大都市圏では、資金繰りの悪化した企業が 2008 年 12 月から 2009 年３月にかけて大幅に

増加したが、この時期は、倒産件数がピークに達した時期（2009 年１～３月期）とほぼ

一致している。 

地域別の公共事業請負金額をみると、2008 年度において、全ての地域において前年度

比減少幅が縮小もしくは増加に転じていたが、2009 年度には、４～10月累計で、ほぼ全

ての地域において前年を大きく上回る増加率となっている（第１－１－７図）。 

 

                                                  
3
  「短観」の標本設計は全国ベースの業種・規模を基準にして作成しているため、各支店の「短観」は必ずしも

各地域の産業構造を正確に表わしていない。このため、地域間での比較を行う場合には、幅を持ってみる必要

がある。 

(備考） １．日本銀行各支店「短観」より作成。

　　　　２．北関東は日本銀行前橋支店管内、南関東は同横浜支店管内である。

　　　　３．「楽である」と回答した企業数構成比－「苦しい」と回答した企業数構成比(％ポイント）。
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第１－１－７図 公共工事請負金額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（価格競争の厳しさの広がり） 

2009 年春以降は持ち直しの動きが続いている生産だが、先行きには懸念材料もある。

「短観」を用いて、各地域の企業の業況感の変化をみてみると、2009 年３月調査と比べ、

６月調査では、全国 10地域のうち、４地域で改善、１地域で横ばい、５地域で悪化とな

った。続く９月調査では、製造業、非製造業ともに 10地域全てにおいて改善したことか

ら、全産業でも全地域で改善となった。12月調査でも、現時点で業況判断ＤＩが公表さ

れている９地域4のうち、沖縄を除く８地域では改善となったが、同調査における今後３

か月先（2010 年３月）の見込みでは、２地域で改善、７地域で悪化となった（第１－１

－８図）。 

景気ウォッチャー調査においても、企業動向関連の現状判断ＤＩは、2008 年 10 月か

ら 12 月にかけて急落したが、2009 年１月に上昇に転じ、その後も上昇が続いた。しか

し、８月に、製造業と非製造業がともに８か月ぶりに低下し、９月、10月と、一進一退

の動きとなり、11月には、非製造業を中心に大幅に低下した（第１－１－９図）。 

企業動向関連の景気ウォッチャーのコメントを 10 月調査でみると、「安値による受注

合戦が続いており、受注すべきか否かの判断に迷う。仕事量が少ないため、取り合いに

なってしまう。（東海＝金属製品製造業）」、「低価格品が主力の中小メーカーは、大企業

の低価格品が出回り始めたことで、売上不振となっている。（近畿＝食料品製造業）」、「受 

 

                                                  
4
  「関東」の業況判断ＤＩの公表は、通常、他地域よりも遅れ、12月調査の結果は、2009 年 12月時点では未公

表である。 

(備考） 保証事業会社協会及び北海道建設業信用保証株式会社・東日本建設業保証株式会社

　　　　西日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」により作成。
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第１－１－８図 「短観」における業況判断ＤＩの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１－１－９図 景気ウォッチャー調査 企業動向関連ＤＩの推移 

(備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」より作成。
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注量は若干増えているが、国内他社に加え、中国、東南アジアとの価格競争が起き、条

件が厳しくなっている。目先のコスト削減に目が行き過ぎて、技術の流出や後継者の育

成阻害が問題となっている。（北海道＝ソフトウェア開発）」といった声が多くなってい

る。受注や出荷が持ち直してきているとはいえその水準が低く、各業種ともに業界全体

のパイ自体が小さい状況で、受注獲得のための同業他社との価格競争が非常に厳しいこ

とを反映しているものと考えられる。 

続く 11 月調査の景気ウォッチャーのコメントをみると、「名古屋市内中心部のオフィ

ス需要が減り、空室率は上がり続けている。空室が埋まらないため、賃貸単価も下がり

続けており、先が見えない（東海＝不動産業）」、「不動産価格は下がったままで全く振る

わず、建設は本来最盛期のはずだが、今年は一向に上向かない。関連の元請け企業も売

(備考) １．日本銀行各支店「短観」より作成。

       ２．九州は沖縄も含む。

       ３．2010年３月の値は、2009年12月調査時の予測値。

       ４．関東の2009年12月は、９月調査時の予測値。2010年３月の予測値は未公表。
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上が半減し、役員数を半分にし、ボーナスも随分下げると聞いている。下請も悲鳴を上

げており、限界に近づきつつある（中国＝建設業）」というような、受注が依然として低

調で、価格競争も一層厳しくなっているといった声が、非製造業を中心として多くなっ

ている。 

企業動向関連の先行き判断ＤＩは、８月に低下に転じ、９月以降も、製造業、非製造

業ともに低下を続けたが、特に 11 月の低下は大幅であった。11 月調査においては、先

行きに対して、価格競争の継続や、年末・年度末に向けての資金繰り悪化に対する懸念

のほか、11月下旬にドバイの債務問題の発生をきっかけに金融市場が大きく変動したこ

とから、円高を懸念する声が多く、景気の先行きに対する見方が一段と慎重になってい

ることが見て取れる内容であった。 
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第２節 雇用を取り巻く状況の変化 

 

１ 急激な減産に伴う労働市場の冷え込み 

（急速に悪化した雇用情勢） 

2008 年秋以降の急速な減産を受けて、雇用情勢も急速に悪化した。生産が急速に落ち

込む直前の 2008 年９月とその後の 2008 年 12月、さらに、多くの地域で生産が最も低い

水準に落ち込んだ時期とほぼ一致する 2009 年３月の３時点について、地域別の有効求人

倍率の推移をみてみることとしよう。有効求人倍率は、2008 年９月以降、ほぼ全ての地

域において低下を続け、多くの地域では、2008 年 12 月から 2009 年３月にかけて、悪化

テンポが速まった。地域別にみると、有効求人倍率が 1.0 倍を上回っていた東海や北関

東での悪化テンポが特に速かった（第１－２－１図）。全国平均では、2008 月９月の 0.83

倍から 2009 年３月に 0.52 倍と 0.31 ポイントの低下であったが、東海では 1.24 倍から

0.54 倍に（0.70 ポイントの低下）、北関東では 1.02 倍から 0.50 倍（0.52 ポイントの低

下）にと、極めて大幅に低下した。統計で比較可能な 1963 年以降でみると、栃木県、滋

賀県、静岡県等では有効求人倍率の過去最低を更新した。 

 

第１－２－１図 有効求人倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（製造業の集積が高い地域での急速な悪化） 

各地域における雇用の悪化を製造業との関係からみてみることにしよう。都道府県別

に、景気の山に当たる 2007 年 10 月から、ほぼ全ての地域で生産水準がボトムを示した

(備考)１．厚生労働省「職業安定業務統計」より作成。

      ２．地域区分はＡ。
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2009 年３月までの間における有効求人倍率の低下幅と、各県の県内総生産に占める製造

業の比率（以下、「製造業比率」という。）との関係をみてみると、製造業比率が高い県

ほど、有効求人倍率の低下幅が大きいといった緩やかな相関が読み取れる（第１－２－

２図）。すなわち、製造業比率の低い北海道、高知県、沖縄県等では、有効求人倍率の低

下幅は相対的に小さい一方、製造業比率の高い愛知県、群馬県、三重県、栃木県、滋賀

県、静岡県等では、低下幅が大きい。 

 

第１－２－２図 有効求人倍率の低下と製造業比率の相関 
―全ての地域で生産が極めて大幅に減少― 

(備考) １．内閣府「県民経済計算」、厚生労働省「職業安定業務統計」により作成。

       ２．回帰式の(　)内はt値。

       ３．製造業比率とは、各県の県内総生産に占める製造業の比率のこと。
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（急増した非正規労働者の雇止め） 

2008 年末から 2009 年初にかけての極めて大幅な減産に対応するため、各地域では、

製造業を中心に、残業時間の削減、休業日の拡大といった措置に加えて、派遣労働者の

派遣契約の途中解除や再契約の停止による雇用者数の削減が各地でみられ、非正規労働

者の雇用問題が深刻化した。非正規労働者の雇止め等5の対象者数の推移をみると、2008

年 12 月に急増した後、2009 年３月まで高水準で推移し、2009 年３月末までに合わせて

約 17.9 万人が雇止めとなっている6。また、こうした非正規労働者の雇止め等の対象者

                                                  
5
  ここでの雇止め等とは、派遣又は請負契約の期間満了、中途解約による雇用調整及び有期契約の非正規労働者

の期間満了、解雇による雇用調整を指す。 
6
  厚生労働省「非正規労働者の雇止め等の状況について」による。この調査は、離職事例の全てを網羅している

わけではないことに留意が必要である。 
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数のうち、全体の 89.7％が製造業の雇用者であった。 

地域別に雇止め等の対象者数（予定者数含む）をみると、東海が 6.7 万人と最も多く、

全国の雇止め対象者の 27.4％を占める（第１－２－３図）。都道府県別にみても、愛知

県の雇止め対象者数が 4.1 万人と他県を大きく上回っており、東海地域の他３県（静岡

県、三重県、岐阜県）も雇止め対象者数の多い上位 10県に入っている。 

雇止め等の対象者数の非正規雇用者数全体に対する比率をみても、東海が 3.1％と最

も高く、東北（2.6％）、北関東・甲信越（2.2％）、北陸（2.2％）、中国（2.1％）でも全

国平均を上回った。 

 

第１－２－３図 地域別 非正規労働者の雇止め等の対象者数 
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雇止め等の対象者数 上位 10県 

(備考) １．総務省「労働力調査」、厚生労働省「非正規労働者の雇止め等の状況について」

　　　　   (2009年10月30日)より作成。

　　 　２．2008年10月から2009年12月までの雇止め等の対象者数（予定者数含む）。

　　　 ３．地域区分はＣ。
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（日系外国人を巡る雇用情勢の悪化） 

製造業を中心とした急速な減産に伴い、派遣・請負等の不安定な雇用形態にある外国

人労働者の解雇・雇止めが相次いだ。 
外国人労働者の地域分布を 2008 年 10 月時点においてみると、東京都が外国人労働者

全体の 24.4％を占め、次いで、愛知県（12.4％）、静岡県（6.5％）、神奈川県（5.6％）、

大阪府（4.9％）の順となっている。次に、今回の景気後退局面において雇止め対象とな

る可能性が高いとみられる派遣労働者等として就労する外国人の分布をみてみよう。労

働者派遣・請負事業者の下で就労する外国人労働者がほとんど存在しない県がある一方

で、当該県で就労する外国人労働者のうち、労働者派遣・請負事業者の下で就労する労

働者の割合が高い県もある。静岡県（64.3％）、滋賀県（59.8％）、岐阜県（59.4％）、山

梨県（56.7％）、三重県（52.6％）、栃木県（51.4％）、群馬県（50.1％）といった東海や

北関東等の７県では５割を上回っていた（第１－２－４図）。 

 

第１－２－４図 外国人労働者数 都道府県比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、2008 年の我が国における外国人登録者を国籍別にみると、中国が 65.5 万人

と最も多く、次いで韓国・朝鮮の 58.9 万人、ブラジルの 31.3 万人となっていた。ブラ

ジル人の多くは、製造業において派遣・請負労働者として就労しているとみられるが、

静岡県では外国人登録者のほぼ半数がブラジル人であり、栃木県、群馬県、山梨県、長

野県、静岡県、岐阜県、愛知県、三重県、滋賀県においても、外国人登録者のうちブラ

ジル人が最も多く、ブラジル人が東海や北関東に偏在していることが分かる（第１－２

（備考）１．厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況(2008年10月末現在)について」より作成。

    　　２．派遣・請負事業所に就労している外国人労働者の比率とは、各都道府県において、当該県の外国人

　　　　　　労働者総数に対する労働者派遣・請負事業を行っている事業所に就労している外国人労働者数の

　　　比率のこと。
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－５図）。県内人口に占めるブラジル人の割合をみても、静岡県、三重県、愛知県、滋賀

県では１％を上回っている。 

 

第１－２－５図 ブラジル国籍の外国人登録者数の比率 

(備考）１．法務省「登録外国人統計統計表」、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」により作成。

  　　 ２．外国人登録者数は2008年の値。人口は2009年３月31日時点の値。

  　　 ３．県内人口に占める比率の高い上位12県を取り上げた。
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このように、ブラジル人が多数居住する地域は、輸送機械や電機機械の工場が集積し、

製造業比率が高い地域とも重なっており、今回の景気後退局面で派遣労働者等の雇止め

が増加するなかで、日系ブラジル人の雇止め等の問題も発生することとなった。ブラジ

ル人等の日系人の雇止め等に関する網羅的な統計等はないが、例えば、ブラジル人等が

多数居住する外国人労働者の集住地域での拠点ハローワークにおける新規外国人求職者

数は、2009 年２月～４月の間で合計 13,091 人と急増した（前年同期の約 10 倍）。外国

人労働者数の多い愛知県内の名古屋外国人雇用サービスセンターにおける新規求職者数

の推移をみても、2008 年秋より急増し、ブラジル人等の日系人の占める比率は 2008 年

秋から 2009 年春にかけて高まった（第１－２－６図）。 

ブラジル人等の日系人の労働者の場合、配偶者や子どもを伴って来日しているケース

も多く、日系人が多数居住する地域の地方自治体では、失業対策のみならず、生活支援、

子どもの教育支援7といった分野横断的な課題に対処する必要に迫られるとともに、その

ための新たな財政負担等も生じている。こうした課題に対して、国と地方自治体が連携

し、在留手続や生活関連のサービスについてのワンストップサービスコーナーの立上げ、

外国人専門の相談・援助センターの設置、日本語能力も含めたスキルアップのための研

                                                  
7
  ブラジル人学校の学費が日本の公立学校よりも割高であったことから、景気悪化の影響でブラジル人学校を中

退する児童・生徒が増加している。このため、ブラジル人の児童・生徒の公立学校への転入支援や学習支援等

が生じている。 
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修等を進めている。 

 

第１－２－６図 名古屋外国人雇用サービスセンター 新規求職者数の推移 

(備考) 名古屋外国人雇用サービスセンターホームページ資料により作成。
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（人口が転出超過に転じた東海） 

我が国の総人口は 2005 年に戦後初めて減少に転じ、2006 年、2007 年とほぼ横ばいと

なったものの、2008 年には再び減少した8。この間、多くの地域において人口が減少する

なかで、南関東と東海には、地方圏よりも有効求人倍率が高く、相対的に職を得る機会

が多いことから、人口の流入が続いた。南関東では、2004 年以降、人口流入の勢いが強

まり、転入超過数が増加したが、景気悪化の影響から、2008 年以降、超過数は減少して

いる。一方、東海は、1999 年から 2002 年までは転出超過であったが、2003 年に転入超

過に転じ、2008 年まで転入超過が続いた。しかし、東海でも、2009 年１～８月の累計で

は、ほぼ７年ぶりに転出超過となっている（第１－２－７図）。さらに、東海への人口移

動の動きを月次ベースでみると、2008 年 12 月に５年ぶりの転出超過となった後、2009

年に入っても、入学・就職の時期である４月以外は転出超過が続いている。転入超過と

なった４月でも、最近数年間において転入超過数が最も多かった 2007 年４月と比較する

と、その数は４割程度となっている（第１－２－８図）。このように、東海の人口が転入

超過から転出超過に転じた背景としては、景気拡張局面においては、職を求めて、他地

域から自動車産業等の好調な東海への人口流入があったが、急速な景気悪化で新規採用

の動きが止まるとともに、東海で多数の非正規雇用者の雇止めが発生し、失業したいわ

ゆる「出稼ぎ労働者」の多くが出身地等へ戻ることを余儀なくされたためと考えられる。 

こうした東海における雇用情勢の急速な悪化により、東海で失業した労働者が地方圏

に戻ったことは、地方圏の雇用情勢にマイナスの影響を与えたとみられる。例えば、2008

                                                  
8
  総務省「人口推計（2008 年 10 月１日現在）」（2009 年４月）による。 
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年 11～12 月にかけて、沖縄県では、県外からの派遣労働者等の求人広告の激減により、

沖縄県内の無料求人誌が休刊になったり、全国版に統合されるといったことや、東海を

拠点とする自動車メーカーが期間工として県外就職を希望する求職者向けに開催する予

定だった面接会を直前に取りやめるといった事例がみられた。景気ウォッチャー調査

（2009 年１月調査）でも、北海道の景気ウォッチャーから、「求人数が低迷するなか、

派遣労働者の本州からのＵターンや地元企業の雇用調整がみられ、今後、やや悪くなる

（北海道＝職業安定所）」というように、他地域の雇用情勢の悪化による北海道出身者の

Ｕターンの動きに言及するコメントが寄せられた。 

 

第１－２－７図 南関東・東海の転入超過数の推移 
―南関東の超過転入数は縮小、東海は転出超過― 

(備考) １．総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。

　　　 ２．転入超過数=転入数－転出数
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第１－２－８図 東海地域における月別の人口転入超過数の推移 

 (備考) １．総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。
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２ 悪化のテンポが緩やかになった雇用情勢 

（2009 年夏以降、ほぼ全ての地域で悪化テンポが緩やかに） 

2008 年秋から 2009 年初めにかけて各地域で急速に減少した鉱工業生産は、2009 年３

～４月になると、各地域で増加に転じる動きをみせ、その後、ほぼ全ての地域において

持ち直しを示している。このように、春以降、生産で持ち直しの動きがみられたが、雇

用情勢の改善は遅れた。しかし、夏以降、雇用情勢においても、悪化のテンポがほぼ全

ての地域において緩やかになっている。 

地域別の完全失業率（原数値）を 2008 年７～９月期と 2009 年７～９月期との２時点

で比較すると、全ての地域において上昇し、特に、南関東、東海、近畿の上昇幅が、1.6

～1.9％ポイントと地方圏に比べて大きい（第１－２－９図）。また、2009 年７～９月期

の完全失業率は、東北、近畿、九州・沖縄で６％を超えている9。特に近畿では、6.4％

と、全国平均を 1.0％ポイントも上回る状況となっている。 

 

第１－２－９図 完全失業率 水準と前年同期差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国の有効求人倍率は、2009 年５月以降、統計が公表されている 1963 年以来の過去

最低を更新し、７月には 0.42 倍まで低下した。都道府県別の有効求人倍率においても、

2009 年春以降、16道県において過去最低を更新した。地域別にみると、北関東と東海の

地域区分に入る９県全てにおいて過去最低を更新しただけでなく、これらの県では、こ

れまでの過去最低値と新たな過去最低値との差が大きい。北関東や東海では、過去と比

較しても非常に厳しい雇用情勢であったことがうかがえる（第１－２－10図）。 

                                                  
9
  完全失業率(原数値)が３地域で６％を超えたのは、７～９月期としては地域別集計を開始した 1983 年以降初

めてである。また、他の時期も含めれば、2004 年１～３月期の３地域(北海道(6.9％)、東北(6.2％)、近畿

(6.0％))以来である。 

(備考) １．総務省「労働力調査」より作成。

       ２．地域区分はＣ。

0.5

1.2

1.7

0.8

1.5
1.3 1.4

1.6
1.9

1.5
1.4

5.4
6.1

4.9
5.3

4.7
5.5

6.0

4.9
4.5

6.4
5.4

0

1

2

3

4

5

6

7

8

北
海
道

東
北

北
関
東

・
甲
信

南
関
東

東
海

北
陸

近
畿

中
国

四
国

九
州

・
沖
縄

全
国

0

1

2

3

4
(前年同期差、ポイント)(原数値、％)

前年同期差(右目盛)

完全失業率(09年7～9月期)



－ 19 － 

第１－２－10図 有効求人倍率 2007 年 10 月以降に過去最低値を更新した 16道県の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有効求人倍率は、2009 年 10 月現在、依然として全ての地域において 1.0 倍を大きく

下回っている。しかし、悪化のテンポが、夏以降、2009 年初に比べて、緩やかになって

いる地域が増えてきている（第１－２－11図）。さらに、2008 年秋から 2009 年春頃まで

急速な悪化がみられた東海や北関東をはじめとして、上昇を示すようになった地域もみ

られる。 

 

第１－２－11図 有効求人倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、有効求人倍率が上昇するような地域がみられるようになったのは、新規

求人に動きが出てきたためである。新規求人数の増減率をみると、2009 年７～９月期に

おいて、北関東、南関東、近畿等では依然として減少が続いているものの、東海をはじ

め、北海道、東北、北陸、九州では増加に転じている（第１－２－12 図）。こうした変

(備考) 厚生労働省「職業安定業務統計」より作成。
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化は、輸送機械や電気機械では、春頃からの増産に対して、これまで休業者の復帰や関

連会社を含めたグループ内の他工場等からの人員の振り分けによって対応してきたが、

これらの業種でも更なる増産への対応のため、期間工等の採用を再開する動きが出てい

るためと考えられる。 

 

第１－２－12図 新規求人数の増減率（季節調整値、前期比） 
―いくつかの地域では前期比で増加に転じる動きも― 

（備考） 厚生労働省「職業安定業務統計」により作成。
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新規求人に動きがみられる一方で、企業の新卒採用に対する態度は、依然として極め

て慎重である。2010 年３月高校新卒者の就職内定状況（2009 年９月末現在）をみると、

就職内定率は全国平均で 37.6％と低い。2009 年３月新卒者を対象とした前年調査と比較

すると、13.4％ポイント下回っており、低下幅は 1988 年３月新卒者を対象とした調査開

始以来、最大となっている。９月時点での内定率を地域別にみると、前年調査では南関

東以外の全ての地域で前年を上回っていたが、今回調査では全ての地域において前年調

査を大きく下回っている（第１－２－13図）。 

 

第１－２－13図 高校新卒者の就職内定率（前年同期差） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(備考) 厚生労働省「平成20年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（平成20年9月末現在）について」、

「平成21年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（平成21年9月末現在）について」により作成。
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（雇用調整助成金の活用による休業者の増加） 

雇用情勢は依然として厳しいものの、各地域において、雇用情勢の悪化テンポが緩や

かになっている背景として、支給要件の緩和などが行われた雇用調整助成金等の活用に

より、雇用が維持されていることも挙げられる。雇用調整助成金等の実施計画届の受理

件数でみると、2008 年末から 2009 年初めにかけて急増し、2009 年４月には対象者数ベ

ースでは 253 万人に達した。その後、減少したものの、９月時点でも 199 万人と依然水

準は高い。さらに、対象事業所数も、４月は約 6.1 万事業所であったものが、９月時点

には約 8.1 万事業所へと増加している。 

雇用調整助成金の対象者数を地域別にみると、2009 年４月には東海が 67.2 万人と突

出して多かったが、９月には、東海では大幅に減少した。しかし、他地域では小幅な減

少にとどまり、北陸では増加した（第１－２－14図）。 

 

第１－２－14図 雇用調整助成金等に係る休業等の対象者数（休業計画受理分） 

(備考) １．厚生労働省「雇用調整助成金等に係る休業等実施計画届受理状況、支給決定状況及び大量雇

　　　　　 用変動届提出状況」により作成。
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（全ての地域で減少する賃金） 

企業業績の悪化や残業時間の縮小等を反映し、所定外給与や特別給与が大きく落ち込

んだことから、2009 年１月以降、ほぼ全ての地域において、現金給与総額が前年を下回

る状況が続いている。地域別に比較すると、東海では、減少幅が他地域に比べ大きいだ

けでなく、2009 年１～３月期以降、減少幅が拡大している（第１－２－15図）。2009 年

冬のボーナスについても、夏に続いて大幅な減少が見込まれるなど、今後とも、賃金に

とって厳しい状況が続くことが懸念される。 
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第１－２－15図 現金給与総額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(備考) １．厚生労働省、各都道府県「毎月勤労統計（地方調査）」により作成。

　　　 ２．都道府県別の現金給与総額を、常用労働者数でウェイト付けし、算出。
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第３節 消費を取り巻く状況の変化 

 

１ 小売業における競争の激化 

（2008 年秋以降の個人消費の急速な冷え込み） 

リーマンショック以降、ボーナスをはじめとする賃金の減少や株価の下落のほか、景

気や雇用に対する先行き不安等により、全ての地域において、個人消費が急速に冷え込

んだ。百貨店販売額は、2006 年、2007 年においても、前年をやや下回る水準で推移して

いたが、2008 年 10～12 月期以降、高額品の販売不振等により、全ての地域において大

幅に減少し、2009 年１～３月期においては、三大都市圏を中心にさらに減少幅を拡大さ

せた（第１－３－１図）。 

 

第１－３－１図 百貨店販売額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐久消費財の代表格である乗用車の販売の動きを乗用車新規登録・届出台数の前年比

でみても、全ての地域において、2008 年 10～12 月期、2009 年１～３月期と減少幅が拡

大した。また、総じて、三大都市圏の減少幅が地方圏の減少幅よりも大きかった（第１

－３－２図）。 

景気ウォッチャー調査においても、2008 年 10 月に、家計動向の現状判断ＤＩと先行

き判断ＤＩがともに大幅に低下し、続く 11 月、12 月も、両ＤＩはともに低下を続け、

2008 年 12月には、現行調査方法となった 2001 年８月以来、最低の値となった。地域別

にみても、家計動向の現状判断ＤＩは、沖縄を除く 10地域で、2008 年 12 月もしくは 2009 

(備考） １．経済産業省「商業販売統計」により作成。店舗調整済。

　　　  ２．北関東は、新潟、静岡の２県を含む関東経済産業局「東京圏以外」。南関東は同「東京圏」。

　　    ３．中部は富山、石川を含む中部経済産業局管内計。北陸は富山、石川、福井の３県計。

　　　  ４．原則として、経済産業省本省の公表値を使用。
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第１－３－２図 乗用車新規登録・届出台数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年１月に、2001 年８月以来の最低値を記録した。2001 年８月以来の最低値を更新しなか

った沖縄でも、9・11 テロ後の 2001 年 11 月に記録したこれまでの最低値とほぼ同水準

であった。家計動向の先行き判断ＤＩも、2008 年 12 月に、北海道以外の全ての地域に

おいて最低値を更新し、北海道も 2009 年１月には最低値を更新した。 

 

（各地域で売上不振の続く百貨店） 

百貨店販売額は、2009 年７～９月期において、全ての地域で４～６月期に比べて減少

幅をわずかに縮小させているものの、大都市を抱える関東、中部、近畿では、依然とし

て前年同期比 10～11％減であり、低調である。百貨店販売額が前年を大きく下回る状況

が続く背景としては、賃金の大幅な低下や雇用情勢の悪化等により消費者の購買意欲が

慎重になっていることに加え、百貨店販売額の多くを占める衣料品分野において、2009

年に入ってから、トレンドに敏感な 20～30代女性向けの低価格カジュアル衣料の大型専

門店の新規出店が相次いだことや、大手総合スーパーや大手衣料品専門店が更なる低価

格戦略の動きを強化していることなどが挙げられる。 

 

（地方圏を中心に増加した百貨店の閉店） 

百貨店の販売不振は、リーマンショック以降、一段と深刻さを増している。しかし、

そもそも百貨店の経営環境は、バブル崩壊後から既に厳しいものになっていた。このた

め、経営合理化の必要性が高まり、2007 年以降、従来型の商品調達を中心とした緩やか

なグループ化ではなく、Ｍ＆Ａによる積極的な経営統合が進められてきた。大丸と松坂

(備考）（社）日本自動車販売協会連合会「自動車登録統計情報」の登録ナンバーベース及び

       （社）全国軽自動車協会連合会「軽自動車新車日報累計表」により作成。
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屋、阪急百貨店と阪神百貨店、三越と伊勢丹といった大手百貨店の間で進められてきた

経営統合がその例である。こうした経営統合の影響もあり、リーマンショック前より不

採算店舗の閉店の動きはあったが、2009 年に入ると、業績の急速な悪化により合理化計

画が前倒しされたのに加え、北海道の老舗百貨店である丸井今井の経営破たんも受けて、

その動きが一層強まる傾向にある。 

全国の百貨店の事業所数の推移をみると、2000 年以降、減少が続いており、2009 年９

月時点の事業所数は、2000 年末の約７割となっている。地域別の動きをみるため、三大

都市を含む「関東・中部・近畿（三大都市圏10）」と、「関東・中部・近畿以外の地域（地

方圏）」の２つの地域グループに分けて推移をみてみよう。2001 年に、三大都市圏、地

方圏ともに大幅に減少し、2002年以降の景気拡張局面においても、ほぼ全期間を通じて、

両地域の減少が続いた。特に地方圏では、三大都市圏の減少幅を上回る減少が続いてい

た（第１－３－３図）。2007 年と 2008 年には、地方圏と三大都市圏とがともに前年比３％

台の減少となったが、2009 年９月時点でみると、三大都市圏、地方圏ともに減少幅を拡

大し、地方圏では三大都市圏の前年比 4.4％減を上回る同 9.2％減の大幅な減少となって

いる。 

 

第１－３－３図 百貨店事業所数の推移 
―2009 年は地方圏を中心に閉店が増加― 

（備考）１．経済産業省「商業動態統計」より作成。

　　　　２．2009年は09年９月の値（確報値）による。

　　　　３．三大都市圏は関東・中部・近畿、地方圏は関東・中部・近畿以外の地域。

　　　　４．中部は東海・北陸の合計。
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10
  本報告書の地域区分における三大都市圏とは異なるが、便宜的にここでは、三大都市圏と呼ぶことにする。 
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2008年以降の地方圏の閉店百貨店の所在地をみると、北海道旭川市、宮城県石巻市、

名取市、愛媛県今治市、福岡県久留米市といった県庁所在市以外の都市が目立つ。現時

点で発表されている2010年上期までの閉店店舗も、地方都市の店舗を中心として既に７

店舗程度あるが、その大半が県庁所在市以外の地方都市である。 

地方都市における百貨店の閉店後の状況をみると、新たな商業施設としての開店等に

向けて再開発が進んでいる事例もあるが、閉店後の再開発等の目途が立っていないとこ

ろもある。地方都市における中心市街地では、郊外大型商業施設への消費流出を防ぐた

め、百貨店周辺の地元商店街が集客の核となる百貨店と連携を取りながら、地域ぐるみ

で街づくりや集客に向けての取組を行っていることも多く、核となる店舗の閉鎖は、周

辺に立地する地元小売業者にも深刻な影響を及ぼす可能性がある。さらに、地方圏にお

いては、大型店舗の閉鎖が地域の雇用情勢に及ぼす影響も懸念される。 

 

（各地で増加してきたショッピングセンター） 

百貨店の売上不振が続いてきた背景の１つとして、各地でショッピングセンター11の開

業が続いていたことがあげられる。小売業の売場面積に占めるショッピングセンターの

割合の推移をみると、1985 年には 12.9％であったのが、1991 年に 16.3％、1999 年 26.5％

とその割合を高め、2007 年には 31.2％に達している（第１－３－４図）。都道府県別に

みると、小売業の売場面積に占めるショッピングセンターの割合は、大阪府、千葉県、

兵庫県、神奈川県、愛知県、滋賀県等、大都市を抱える県や大都市周辺の県で高い傾向

にあるが、富山県（40.2％）、石川県（37.1％）等の北陸でも高い（第１－３－５図）。 

 

第１－３－４図 小売業に占めるショッピングセンターの 
総売上高、総面積シェアの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
11
  (社)日本ショッピングセンター協会によれば、ショッピングセンターとは、1つの単位として計画、開発、所

有、管理運営される商業・サービス施設の集合体で、駐車場を備え、小売業の店舗面積が 1,500 平方メートル

以上であるものをいう。アウトレットモールは、ショッピングセンターに含まれる。 

(備考) 経済産業省「商業動態統計」「商業統計」、（社）ショッピングセンター協会「SC白書」より作成。
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他方、小売業の総売上に占めるショッピングセンターの割合の推移をみると、1990 年

代にはその割合を着実に増加させてきたものの、2000 年代以降は横ばいの状況が続いて

いる。 

 

第１－３－５図 小売業（売場面積）に占めるショッピングセンターの割合（2007 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2008 年秋以降、ショッピングセンターにも及んだ消費不振） 

景気拡張局面にあたる 2002 年以降においても、小売業の総売上高が前年並みに留まる

など、個人消費に力強い回復はみられなかった。百貨店の売上高（全店ベース）は前年

を下回る状況を続けていたが、ショッピングセンターの売上高（全店ベース）は、1990

年代の増勢は失っているものの、わずかではあるが増加基調にあった。しかし、2008年

10～12月期以降、百貨店のみならず、ショッピングセンターも売上高の減少幅を拡大さ

せており、不振が続いている（第１－３－６図）。地域別にみても、同様の動きとなって

おり、小売業を取り巻く状況が全体として厳しかったことをあらわしている。 

 

第１－３－６図 百貨店・ショッピングセンターの売上高増減率の比較 

(備考)　経済産業省「商業動態統計」、(社)ショッピングセンター協会「SC販売統計調査報告」より作成。
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(備考) 経済産業省「商業統計」、(社)日本ショッピングセンター協会「SC白書」により作成。
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２ 持ち直しの動きがみられる個人消費 

（2009 年春頃から一部商品にみられ始めた持ち直しの動き） 

急速に冷え込んだ個人消費も、2009 年春頃から、全ての地域において持ち直しの動き

がみられ始めた。「家計消費状況調査」における名目消費支出額（前年同期比）を地域別

にみると、2009 年１～３月期に、東海で大幅に減少したのをはじめ、全ての地域で減少

したが、４～６月期から７～９月期にかけて、大半の地域で減少幅が縮小ないしは増加

に転じており、改善がみられる。こうした個人消費の動きの背景には、環境対応車の購

入に係る減税・補助金12、グリーン家電の購入に係るエコポイント付与13といった政策効

果があったとみられる（第１－３－７図）。 

 

第１－３－７図 二人以上世帯の消費支出額 
―2009 年春頃から全地域で持ち直しの動き― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乗用車新規登録・届出台数の動き（前年同月比）をみると、全ての地域において 2009

年１～３月期を底に減少幅が縮小し、７～９月期には８地域で増加に転じるとともに、

南関東、東海、沖縄の３地域でも減少幅が大幅に縮小した。さらに、減少していた３地

域でも、８月から 10月にかけては、３か月連続で増加している。また、７～９月期の新

規登録・届出台数を車種別にみると、ハイブリッド車の販売好調等により、多くの地域

において普通車だけでなく小型車も増加している（第１－３－８図）。 

                                                  
12
  環境対応車関連施策は、一定の排ガス性能・燃費性能を備えた自動車の購入について、①自動車重量税及び

自動車取得税の減免措置（2009 年４月１日から実施）、②４月 10日以降、登録・廃車することを条件に、新

車を購入した場合の補助金（乗用車 10万円（軽自動車５万円））の支給や、車齢 13年を経過した車を買い換

える際の廃車代替補助金（乗用車 25万円（軽自動車 12.5 万円））がある。 
13
  省エネ性能の高いエアコン、冷蔵庫、テレビを購入した者に対して、購入した製品に応じてエコポイントを

付与し、様々な商品等と交換できる仕組みである。2009 年５月 15日購入分から対象となっている。 

(備考)　１．総務省「家計消費状況調査」により作成。

        ２．地域区分はＣ。
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第１－３－８図 乗用車新規登録・届出台数 車種別寄与度 
（2009 年７～９月期） 

(備考）（社）日本自動車販売協会連合会「自動車登録統計情報」の登録ナンバーベース及び

       （社）全国軽自動車協会連合会「軽自動車新車日報累計表」により作成。
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主要家電量販店における売上動向をみると、７月は、2008 年が猛暑であった一方、2009

年は冷夏であったため、エアコンの前年に対する減少幅が大きく、北海道・東北以外の

地域では前年を下回る結果となった。しかし、その７月を除くと、エコポイント制度が

開始された 2009 年５月以降は、ほぼ全ての地域において、前年を上回る動きが続いてい

る。特に８月以降は、大型商品へのシフトが進む薄型テレビを中心に、ほぼ全ての地域

において増加率が上昇してきた。11月には、ほぼ全ての地域において増加率が低下した

ものの、増加基調は続いている。東海・北陸では、他地域に比べ売上の持ち直しが遅れ

ていたが、８月以降は、他地域より増加率は低いものの、増加が続いている（第１－３

－９図）。 

 

第１－３－９図 主要家電量販店の売上金額の推移 

（備考）１．GfKジャパン集計データ（全国の主要家電量販店販売実績を調査・集計）により作成。

　　　　２．関東・甲信越は茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、東京都、千葉県、神奈川県、山梨県、新潟県の計。
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（多くの地域で発行されたプレミアム付き商品券） 

経済対策の一環として行われた定額給付金の給付は、早い地域では 2009 年３月から始

まり、３月下旬から４月にかけては多くの市区町村で実施された14。定額給付金の給付時

期にあわせて、多くの地域で、地域内の消費喚起のため、地方自治体と地元商店会等が

共同でプレミアム付き商品券の発行や消費拡大セールを行った。2009 年６月 26 日時点

で、全国の市区町村の約６割に相当する 1,084 市区町村で、プレミアム付き商品券が既

に発行されていたり、これから発行される予定となっていた。地域別の発行率をみると、

北陸では約８割、北海道、東北、九州で７割を上回るなど、総じて、地方圏における発

行率が高かった（第１－３－10図）。 

 

第１－３－10図 地域別 プレミアム付き商品券発行率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プレミアム付き商品券の発行に際しては、プレミアム率やプレミアム分の財源の負担

方法などに関して、様々な形態がみられた。財源負担についてみると、市区町村が地域

活性化・生活対策臨時交付金等も活用し、プレミアム分の金額や商品券の印刷費等の運

営経費の一部を負担し、残りを商店会等が負担する方法が大半であったが、なかには市

区町村が全額負担する地域もあった。プレミアム率については、大半の地域が 10～20％

であったが、60％超の高プレミアム率の地域もあった。 

プレミアム付き商品券の利用できる店舗や分野等において、地域の実情に応じた様々

な工夫もみられた。例えば、商品券を利用できる店舗に、地元商店街の小規模店のみな

らず、大型店を含めたり、小売業に限らず、病院、旅行代理店、自動車整備、建設会社、

学習塾等でも利用可能とする等、利用できる場所や分野を拡大する取組がみられた。ま

た、幅広い店舗でプレミアム付き商品券が利用できるようにするため、利用可能店舗の

中に大型店を含めつつも、消費の大型店への集中を防止し、地域のより多くの店舗に消
                                                  
14
  定額給付金の給付は、３月５日に全国で最も早く北海道西興部村

にしおこっぺむら

と青森県西目屋村
にしめやむら

で開始され、全国最後と

なった札幌市で５月 28日に開始された。 

（備考）１．総務省「定額給付金の給付状況等の状況（平成21年6月26日時点）」により作成。

　    ２．各地域の市町村総数に占めるプレミアム付き商品券を発行した市町村数の比率。
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費拡大効果が及ぶことを目指し、プレミアム付き商品券１セット（１つづり）の中に、

大型店を含む加盟店全店で使用できる商品券と、大型店では使用できない商品券を組み

入れるといった工夫もみられた（第１－３－11 表）。さらに、子育て支援に積極的な地

域のなかには、子育て世帯向けと一般向けの２種類の商品券を発行し、子育て世帯には、

一般向けの商品券に加え、高プレミアムの子育て世帯向けの商品券を購入可能とするな

ど、子育て支援との連携を図った取組等もあった 

景気ウォッチャー調査においても、2009 年３月～６月においては、「５月の定額給付

金の給付に合わせ、商店街独自の 10％のプレミアム付き商品券を販売したところ、３日

で完売し、商店街の売上に貢献している（東北＝商店街）」、「今月は市内に定額給付金が

支給され、プレミアム付き商品券が発売されたことで購買意欲が高まったのか、商品券

を活用しての買物で、衣料、食品ともに順調に推移している（中国＝百貨店）」のように、

プレミアム付き商品券の発行が販売増につながっているとのコメント等が小売関連を中

心にみられた。 

第１－３－11表 プレミアム付き商品券発行での工夫の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（個人消費を取り巻く厳しい環境） 

経済対策の効果によって、全ての地域において、個人消費が上向きつつあるとはいえ、

消費拡大が地域の多くの店舗に及ぶよう工夫（消費の大型店への集中を防止）

　例：埼玉県熊谷市、東京都杉並区

更なる特典（景品や現金還元）を付与

子育て支援との連携

　例：千葉県南房総市、神奈川県藤沢市、鹿児島県志布志市

地元技術の普及につなげる

プレミアム付き商品券の印刷に偽造防止等の地元技術を活用する。

　例：千葉県柏市、福井県越前市

(備考)  地方自治体へのヒアリング、地方自治体や商工会議所のホームページ等により作成。

子育て世帯は、一般向けのプレミアム付き商品券に加え、高プレミアム率の
子育て世帯向け商品券の購入が可能（一般向けと子育て世帯向けの２種類を
発行）。

プレミアム付き商品券を利用できる事業所や分野が広い

プレミアム付き商品券１セット（１つづり）の中に、大型店を含む加盟全店
で使用できる商品券と、大型店では使用できない商品券の２種類を組み入れ
る。

　例：栃木県さくら市、群馬県桐生市、山梨県北杜市、埼玉県加須市、
　　　埼玉県草加市、静岡県富士宮市、大分県豊後大野市

　例：宮城県石巻市、福島県福島市、山梨県南アルプス市、山形県酒田市
　　　長野県松本市、静岡県富士市、長崎県佐世保市、沖縄県南大東村

プレミアム付き商品券の購入者や使用者に対し、抽選で液晶テレビ・旅行券
等のプレゼントや現金還元（キャッシュバック）を実施。

利用可能な店舗等が、小売業に限らず、病院、旅行代理店、自動車整備、建
設会社、学習塾等の広範囲に及ぶ。
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雇用情勢が厳しく、賃金が減少を続けている状況下では、持ち直しの動きも弱いものに

とどまらざるを得ない。また、新型インフルエンザの流行による影響から、旅行や外食

が手控えられるリスクについても注視する必要がある。景気ウォッチャー調査の家計動

向関連ＤＩ（現状判断）の推移をみると、2009 年に入り、夏頃までは全ての地域で上昇

傾向であったものの、７～８月には、天候不順や新型インフルエンザ流行の影響から、

小売関連、飲食関連を中心とした売上不振により低下した。９月には、天候に恵まれた

上、大型連休の影響もあり一旦上昇したが、10 月には、全国 11 地域中、前月の低下幅

が最も大きかった北海道を除く 10地域で再び低下した。このようにほぼ全ての地域で家

計動向関連に弱い動きが見られる要因としては、旅行関連を中心とした前月の大型連休

での需要増の反動のほか、消費者の節約志向の高まりに加え、販売側におけるプライベ

ート・ブランド商品等の低価格商品・サービスの提供の拡大の影響もあり、幅広い分野

で低価格化が進んでいること等があげられる（第１－３－12図）。 

続く 11 月調査では、全国 11 地域中、全ての地域で低下した。これは、グリーン家電

の購入に係るエコポイント付与や、環境対応車の購入に係る減税・補助金による販売増

の鈍化に加え、冬季ボーナスの減額見込みによる購買意欲の低下等によるものである。

家計動向関連の景気ウォッチャーのコメント（11 月調査）をみても、「歳末商戦は、件

数、単価ともに低下し、前年比 70～80％である。一般の売場では、カード決済でのボー

ナス払いが極端に減少している。全体的には先を見越した消費が厳しく、進物にまで節

約・倹約が高まっている（北陸＝百貨店）」、「今年の冬はボーナスが出ないとか、減額さ

れるといった話をする客が多い（近畿＝乗用車販売店）」といった例が示すように、冬季

ボーナスの減額見込みがすでに消費者の購買行動を慎重化させていることに言及する声

が多かった。 

 

第１－３－12図 景気ウォッチャー調査 家計動向関連ＤＩの推移 

(備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」により作成。
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